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対応策その１：自主的取得
5日の有給休暇のうち労働者から自主的に取得したものに関してもカウントされます。
なので、労働者が自主的に有給休暇を取得しやすいよう管理職が進んで有給休暇を取得したり、個々の有給休暇取得状況を見える化したりするなど取得しやすい環境作りを進めましょう。

対応策その２：計画的付与
労働者に付与されている有給休暇のうち、労働者が自由に取得できる5日分を確保したうえで、残りの日数を計画的に付与することが可能です。
計画的付与の方式は以下の３つです。
(1)企業もしくは事業場全体の休業による一斉付与方式
(2)班・グループ別の交替制付与方式
(3)年次有給休暇付与計画表による個人別付与方式
計画的付与の導入には就業規則に規定し、労使協定を締結する必要がございますので、導入の際にはご相談ください。

対応策その３：時季指定
今回の改正でこの時季指定権が使用者側に与えられました。いままでは、労働者からの申出で有給休暇が成立しておりましたが、時季指定は労働者の希望を踏まえて使用者が取得日を指定することが可能です。

働き方改革関連法可決により、2019年4月1日から10日以上有給休暇を付与されるすべての労働者に対して、1年以内に5日有給休暇を与えなければならなくなりました。
1年以内に5日有給休暇を与えられなかった場合、会社へ対する罰則規定も設けられているので、会社としてどう対応するか考えなければなりません。
そこで、今回は３つの対応策をご提案いたします。
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